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各制度の費用負担の現状①
－事業主負担の考え方－

○ 医療・年金・介護等の各制度の考え方を見ると、おおむね①給付が直接・間接に事業主の利益につながる
こと、②事業主の社会的責任等の観点から、事業主負担を求めている。
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【第１１回「社会保障の在り方に関する懇談会」（平成１７年７月２６日）資料より抜粋】
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各制度の費用負担の現状②
－市町村に対する財政支援の状況－

○ 市町村が主たる実施主体である各制度において、市町村の一般財源以外の財源（特定財源）による
財政支援が行われている。

私立・・・７５％ 【市町村負担２５％】 公立・・・０％ 【市町村負担１００％】

６６％ 【市町村負担３３％、事業主負担３３％、都道府県負担３３％】

５０％ 【市町村負担５０％、国庫負担５０％】

保育所

児童育成事業

次世代育成支援対策交付金事業

７５％ 【市町村負担２５％、国庫負担５０％、都道府県負担２５％】

障害者自立支援法
（障害福祉サービス費等）

８７．５％ 【市町村負担１２．５％、保険料５０％、国庫負担２５％、都道府県負担１２．５％】

（※居宅給付費の場合。施設等給付費の場合は、国庫負担が２０％、都道府県負担が１７．５％）介護保険

１００％ 【市町村負担０％、保険料５０％、国庫負担４３％、都道府県負担７％】
（※医療給付費から前期高齢者交付金を除いた額に占める割合の概観。詳細にみると、保険財政安定のため、国・都道府
県・市町村はさらに公費負担を行っている。）

国民健康保険

市町村の一般財源以外の財源（特定財源）が占める割合制 度
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次世代育成支援に関する利用者負担の現状
（保育所の場合）

○ 次世代育成支援に関する各サービスの利用者負担は、国の基準等を参考として、各市町村又は実施機関
において定めるものとなっており、制度上、全国統一的に定まっているわけでない。

○ 保育所について、国の基準等から推計した利用者負担額を見てみると、以下のとおり。

６ ： ４１．７万円２．６万円４．３万円４歳以上児

５万円

１０．３万円

１７．３万円

費用総額

２．８万円

３．５万円

３．５万円

保護者負担額

２．２万円

６．８万円

１３．８万円

公費負担額

６ ： ４

３ ： ７

２ ： ８

利用者負担：公費負担

３歳児

１・２歳児

０歳児

年齢区分

【保育所】 （１人当たり月額）

※平成20年度保育所運営費負担金予算（案）額を基に算出

利用者負担：公費負担公費負担額保護者負担額費用総額

７６００億円 １兆２００億円１兆７８００億円 ４：６

【保育所】 （総額）


